
  （ 平成２１ 年 ３月３１日 現在 ）

（単位：千円） 札幌工営株式会社
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2,270 評価・換算差額等 △ 105

54 △ 105

52

13,341 249,200

20

338,880 338,880

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　①関連会社株式
　　　　　　移動平均法による原価法
　　　②その他有価証券
　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理）
　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　原材料………先入先出法(収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
　　　　　　商　 品………最終仕入原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

　２．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　・平成１９年４月１日以降取得資産
　　　　　法人税法に定める定率法を採用しております。ただし、建物は法人税法に定める定額法
　　　 を採用しております。
　　　・平成１９年３月３１日以前取得資産
　　　　　法人税法に定める旧定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日から平成１９
　　　 年３月３１日までに取得した建物は法人税法に定める旧定額法を採用しております。
　（２）無形固定資産
　　　　法人税法に定める定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準
　（１）貸倒引当金
　　 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しております。
　（２）賞与引当金
　 　　従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額に基づき計上して
　　　おります。
　（３）退職給付引当金
　　 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
　  当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
　（４）役員退職慰労引当金
　　　 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　（１）リース取引の処理方法
　　　 リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
　　ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
　（２）消費税等の処理方法
　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　５．重要な会計方針の変更
　(１)「リース取引に関する会計基準」
　　 　(企業会計基準第13号　平成19年3月30日改正)および「リース取引に関する会計基準の適
　  用方針」 (企業会計基準適用指針第16号　平成19年3月30日改正)に伴い、当事業年度より同
　  会計基準および同適用指針を適用しております。この変更による影響額は、ありません。
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　(２)「棚卸資産の評価に関する会計基準」
　　  (企業会計基準第9号　平成20年9月26日改正)に伴い、当事業年度より同会計基準を適用
　　しております。この変更による売上総利益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益には
　 影響しておりません。
　　(追加情報）
      平成20年度の法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正す
　 る省令　平成20年4月30日　財務省令第32号)を契機として、機械装置の経済的耐用年数の見
　 直しを行い、当事業年度より使用実態に応じた耐用年数に変更しております。
　　 この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益及び税引前当期
　 純利益が３１２千円減少しております。

Ⅱ　貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額
６２,３９２千円

　２．関係会社に対する金銭債務及び金銭債権
　　　　短期金銭債権 ５１,４４６ 千円
　　　　短期金銭債務 　６,５６９ 千円

　３．退職給付債務
　　　　退職給付債務 　２６,１３２ 千円
　　　　期末残高 　２６,１３２ 千円

Ⅲ　損益計算書に関する注記

　　　関係会社との取引高
　　　　売上高 ６２０,６０７ 千円
　　　　仕入高 ８,１４８ 千円

Ⅳ　株主資本等変動計算書に関する注記

　１．発行済株式数
５６,７００ 株

　２．剰余金の配当
　　　　配当は行っておりません。

Ⅴ　税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であります。

Ⅵ　リースにより使用する固定資産に関する注記
　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファ
　　イナンス・リース契約により使用しております。

Ⅶ　１株当たり情報に関する注記
　　　１株当たり純資産額 ４,３９５円 ０６銭
　　　１株当たり当期純利益 １２０円 ８３銭

Ⅷ　その他の注記
　　　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載されている金額
   は千円未満を切り捨表示しております。




